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i-Construction 推進コンソーシアム等
行政情報

橋　本　　　亮

i-Construction は，建設技能労働者が減少する状況の中で，建設現場の生産性を向上させることを目的
として，国土交通省「生産性革命プロジェクト」の主要施策として 2016 年度から取り組んでおり，今年
で 3 年目に入ったところである。本報では，i-Construction について，導入にあたっての理念から，トッ
プランナー施策，及びその後の施策の拡大について概説するとともに，産学官が連携した i-Construction
推進コンソーシアムの活動状況について紹介する。
キーワード：  i-Construction，ICT 施工，BIM/CIM，産学官連携

1．はじめに

我が国の人口は，2008 年の約 1 億 2,800 万人をピー
クに減少に転じ，高齢化が進んでいる。

この中で，持続的な経済成長を遂げていくために
は，働き手の減少を上回る生産性の向上が求められる。

また，生産性の向上を図ることで，同じ量の仕事を
これまでより短い時間でできるようになるので，働き
方改革にもつながる。これは，将来の担い手を確保す
る観点からも非常に重要である。

このため，国土交通省では，2016 年を「生産性革
命元年」と位置付け，同年 3 月に「国土交通省生産性
革命本部」を設置し，「i-Construction の推進」を含む
20の「生産性革命プロジェクト」を選定した。さらに，
2017 年を生産性革命「前進の年」，2018 年を生産性革
命「深化の年」とし，生産性向上の取組を積極的に進
めている。

2．i-Constructionの導入

建設業では，少子高齢化を背景に，建設技能労働者
約 330 万人のうち，10 年後には大量離職が見込まれ
る 60 歳以上の高齢者が約 80 万人（24％）を占める一
方，若手入職者の数は少ない状況となっている（図─
1）。

また，若者などにとって魅力ある職場にしていくた
めには，週休 2 日の確保などの働き方改革をしていか
なければならない。

i-Construction は，これらによって減少する労働力

や労働時間をカバーするために，建設現場の生産性向
上を目指すものであり，2015 年に設置された有識者
会議「i-Construction 委員会」（委員長：小宮山 宏㈱
三菱総合研究所 理事長）ではじめて議論された。

2016年4月に委員会でとりまとめられたi-Construction
を進めるための視点は次の 3 つである。

①建設現場を最先端の工場へ
② 建設現場へ最先端サプライチェーンマネジメント

を導入
③ 建設現場の 2 つの「キセイ」の打破と継続的な「カ

イゼン」
①の「建設現場を最先端の工場へ」は，屋外の建設

現場においてもロボット技術や ICT 建機などの新技
術を導入しようというものである。

②の「建設現場へ最先端サプライチェーンマネジメ
ントを導入」は，これまで一品受注生産が基本であっ
た建設現場に全体最適設計の考え方を導入し，部材の
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図─ 1　建設技能労働者数
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規格の標準化等を行うことにより，プレハブ化に伴う
工場製作を導入しやすくしようというものである。

③の「建設現場の 2 つの「キセイ」の打破と継続的
な「カイゼン」」は，生産性向上の阻害となっている「規
制」や「既成概念」などの制度面の課題を打破し，継
続的に「カイゼン」しようというものである。

3．トップランナー施策

i-Construction を進めるための 3 つの視点を踏ま
え，2016 年度からトップランナー施策として次の 3
つの施策に着手した。

① ICT の全面的な活用（ICT 土工等）
② 全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化

等）
③施工時期等の平準化
土工やコンクリート工については，国土交通省の直

轄工事の 4 割を占めている上，生産性が 30 年前とほ
とんど変わっておらず，改善の余地が大きい部分で
あった。また，個々の建設現場では情報化施工やプレ
キャスト化などの実績があり，いち早く着手すること
ができた。

（1）ICTの全面的な活用（ICT土工等）
ICT 土工は，ドローンなどを使った 3 次元測量を

行い，3 次元設計データなどにより建設機械を自動制
御して施工し，再びドローンなどを使って 3 次元で出
来形を検査するといった，各建設プロセスにおいて
ICT を全面的に活用する工事である。

2016 年度は，全国で 584 件の工事で ICT 土工を実
施し，2017 年度は，815 件の工事で実施した。

2017 年度に ICT 土工を実施した 274 件の工事を調
査したところ，従来手法で平均 187 人日かかるところ
を，ICT 施工では平均 129 人日と，約 3 割の削減効
果が確認された（図─ 2）。

また，ICT 建機は施工図面に合わせて操作を制御

できるため，施工精度が向上するといった効果や，建
機まわりの作業が不要になることから，接触事故の危
険がなくなり安全性が向上するといった効果も報告さ
れている。これらの事例は，ICT 土工事例集として
とりまとめ，国土交通省の HP で公表している。

2017 年度からは，舗装の際の整地を自動制御する
グレーダを活用した「ICT 舗装工」や，港湾の浚渫
工事において海底地形を 3 次元データで把握し，施工・
検査に活用する「ICT 浚渫工」などに着手している。

（2） 全体最適の導入（コンクリート工の規格の標
準化等）

コンクリート構造物は，現場ごとの一品生産，部分
別最適設計であり，工期や品質面で優位な技術を採用
することが難しいといった課題がある。全体最適は，
設計，発注，材料の調達，加工，組立などの一連の生
産工程や，維持管理を含めたプロセス全体の最適化を
図るものである。

2016 年度は，機械式鉄筋定着工法などのガイドラ
インを策定した。また，コンクリート打設の効率化を
図るため，個々の構造物に適したコンクリートを利用
できるよう，コンクリートの流動性に関する発注者の
規定を見直した。

2017 年度以降も引き続き，橋梁部材などのプレキャ
スト化やプレハブ鉄筋，埋設型枠などのガイドライン
の策定を進め，これらを構造物設計に活用していく。

（3）施工時期等の平準化
公共工事は，単年度会計を基本としていることか

ら，年度当初予算の工事発注手続きを行っている第 1
四半期（4 ～ 6 月）に工事量が少なく，年度後半に工
事が集中するといった特徴がある。施工時期の平準化
は，限られた人材を効率的に活用するため，計画的な
発注などにより，年間を通して工事量を安定化しよう
とするものである（図─ 3）。

具体的には，これまで単年度で実施していたような

図─ 2　ICT 土工の効果
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工事について，発注時期などを踏まえると年度を跨ぐ
ことが適切な工事については，2 か年国債などを活用
して平準化を図っている。

2016 年度は，一昨年度の 3 倍超になる約 700 億円
の 2 か年国債を設定したが，2017 年度は，さらに 2
か年国債を 2 倍超の約 1,500 億円に拡大し，加えて約
1,400 億円のゼロ国債※を当初予算において初めて設定
した。

※ ゼロ国債とは，初年度の国費の支出がゼロの国
債。国費の支出は翌年度だが，年度内に工事契約
を行う。

さらに，2018 年度予算においては，2 か年国債とゼ
ロ国債をあわせて約 3,100 億円に上積みし，閑散期の
工事稼働を改善することとしている。

また，技術者の配置計画や労務資材の手配に役立つ
よう，地域単位で発注見通しの統合・公表を進めてお
り，2018 年 5 月時点で 1,000 団体以上（国，特殊法人，
地方公共団体の半数以上）で実施している。

4．i-Constructionの取組拡大

国土交通省では，2018 年を生産性革命「深化の年」
としており，i-Construction についても施策を深める
取組を積極的に進めている。

（1）ICTの活用拡大
（a）ICT 土工の活用拡大
これまで，ICT 土工の歩掛は，ICT 建機の利用率

を 25％，通常建機の利用率を 75％と一律に設定して
積算していた。しかし，規模が小さく建機を 1，2 台
しか使わないような工事では，ICT 建機の利用率が
実態と合わないといった課題があった。

そのため，ICT 土工の積算基準を改定し，ICT 建
機の利用率を稼働実態に応じた積算・精算にするよう
に見直した。

また，土工が建設事業の多くを占める地方公共団体
工事に ICT 施工を広めるため，地方公共団体をフィー
ルドとした現場支援型モデル事業を実施している。モ
デル事業では，地方公共団体が設置する支援協議体の
下で，工程計画立案支援や ICT 運用時のマネジメン
ト指導などの支援を行っている（図─ 4）。

これにより，地方公共団体の発注者の ICT 活用工
事への不安を取り除き，発注者自身のメリットも体感
することで，ICT 活用工事の地方公共団体での一層
の普及につながることを期待している。
（b）維持管理分野への拡大
維持工事への ICT 導入も進めている。2018 年度か

ら，河川の浚渫工事において，音響測深（ナローマル
チビーム等）により測量した 3 次元データ等により
バックホウ浚渫船を自動制御する ICT 浚渫工（河川）
を新たに導入し，工事に必要な積算基準や技術基準等
を策定した。

また，ドローン等のロボット点検等による維持管理
の高度化を見据え，変状等の記録を 3 次元モデルを介
して蓄積することを目的に，「点検記録作成支援ロボッ
トを活用した 3 次元成果品納品マニュアル」（橋梁編，
トンネル編）を策定した。将来的には AI による変状
検知機能を組み合わせた効率的な公物管理の実現を目
指している。
（c）建築分野（官庁営繕）への拡大
民間工事が中心の建築分野において先導的な役割を

果たすため，官庁営繕工事において，ユニット化やロ
ボットによる自動化施工などの施工合理化技術の導入
を行う。あわせて，ICT などの活用による遅滞ない
合意形成や工程管理の改善，工事関係書類の簡素化な
どを行う。

図─ 3　施工時期の平準化

図─ 4　モデル事業による ICT 施工の支援
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（2）BIM/CIMの拡大
BIM/CIM（Building/Construction  Information 

Modeling/Management）は，建設分野の調査・測量・
設計段階から地形データ・詳細設計などに 3 次元モデ
ルを導入し，その後の施工，維持管理の各段階におい
ても，施工情報や点検・補修履歴などの属性情報を追
加しながらこれを活用するものである。あわせて，事
業全体にわたる関係者間で情報を共有することによ
り，一連の建設生産システムにおける受発注者双方の
業務の効率化・高度化を図るものである。

これまで，試行業務・工事を通じて知見を蓄積し，
2017 年 11 月には「3 次元データ利活用方針」を策定
した。2018 年度からは，橋梁，トンネル，河川構造物，
ダムなどの大規模構造物の詳細設計において，BIM/
CIM の実施を原則対象としている。

また，将来の設計段階，施工段階における BIM/
CIM の原則化に向けて，新たな要求事項（リクワイ
ヤメント）を設定し，試行業務・工事を進めている。

さらに，BIM/CIM の運用に必要となる CIM 導入
ガイドライン（案）のほか，3 次元モデルの表記方法
を定めた 3 次元モデル表記標準（案）等の要領・基準
類の改定・策定を行っている。

（3）普及・促進施策の充実
（a）i-Construction 大賞
i-Construction に 係 る 優 れ た 取 組 を 表 彰 す る

「i-Construction 大賞」を 2017 年度に創設した。
2017 年度は，2016 年度に完成した直轄工事を実施

した団体を対象とし，地方整備局等からの推薦をもと
に，12 団体（14 企業）を表彰した（表─ 1）。

2018 年度は，昨今の取組の広がりを踏まえ，地方
公共団体発注工事や民間企業の独自の取組なども表彰
対象とし，官民問わず優れた取組の全国的な普及・展
開を推進する予定である。
（b）i-Construction ロゴマーク
先進的な建設現場のイメージを，業界を越えて広く

一般にPRするため，ロゴマークを作成した。ロゴマー
クは，後述の i-Construction 推進コンソーシアムの会
員へアンケートを行い，革新的テクノロジーが日本の
建設現場を変えていくというデザインメッセージを拡
がりとスケール感のあるオーバル型の“iC”で表現し
た案が選定された（図─ 5）。

今後，名刺，ウェブサイト，工事看板，ヘルメット，
建設機械など様々なシーンで使用されることを期待し
ている。

5．i-Construction推進コンソーシアム

i-Construction推進コンソーシアム（以下，「コンソー
シアム」という）は，さまざまな分野の産学官が連携
して，革新的な技術の現場導入や 3 次元データの利活

表─ 1　i-Construction 大賞 （2017 年度）

NO 表彰の種類 分野 企業名 工事名 工事担当地整等

1
国土交通
大臣賞

道路 ㈱砂子組 道央圏連絡道路　千歳市　泉郷改良工事 北海道

2
国土交通
大臣賞

道路 カナツ技建工業㈱ 多伎朝山道路小田地区改良第 12 工事 中国

3 優秀賞 河川 ㈱小山建設 北上川上流曲田地区築堤盛土工事 東北
4 優秀賞 河川 金杉建設㈱ H27 荒川西区川越線下流下築堤工事 関東
5 優秀賞 河川 会津土建㈱ 宮古弱小堤防対策工事 北陸
6 優秀賞 道路 ㈱新井組 平成 27 年度中部縦貫丹生川西部地区道路建設工事 中部
7 優秀賞 道路 中林建設㈱ 第二阪和国道大谷地区道路整備工事 近畿
8 優秀賞 港湾 五洋・井森特定 JV 徳山下松港新南陽地区航路（－12 m）浚渫工事 中国
9 優秀賞 河川 ㈱福井組 H27-28　川島漏水対策工事 四国
10 優秀賞 港湾 若築・あおみ特定 JV 須崎港湾口地区防波堤築造工事 四国
11 優秀賞 砂防 ㈱野添土木 長谷川 4 号床固工・右岸導流堤工事 九州
12 優秀賞 道路 ㈱丸政工務店 平成 28 年度恩納南 BP1 工区改良（その 13）工事 沖縄

図─ 5　i-Construction ロゴマーク
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用などを進めることで，生産性が高く魅力的な新しい
建設現場を創出することを目的として，2017 年 1 月
30 日に設立した。

コンソーシアムの会長は，小宮山 宏㈱三菱総合研
究所 理事長，副会長は宮本 洋一（一社）日本建設業
連合会 副会長兼土木本部長が務めている。また，
2018 年 6 月 1 日現在，コンソーシアムの会員は 885
者にのぼっている（法人会員 802 者，行政会員 60 者，
有識者会員 23 者。なお設立時の会員は 458 者）。

コンソーシアムには，全体のマネジメントを実施す
る企画委員会と，3 つのワーキンググループ（以下，

「WG」という）を設置している（図─ 6）。

（1）企画委員会
企画委員会は，コンソーシアム会長の小宮山理事長

が委員長を務め，委員長を含めた 10 名の有識者と 8
つの業界団体から構成されている。

第 1 回は，2017 年 3 月に開催され，i-Construction
の推進に向けたロードマップ等について確認した。

また第 2 回は，2017 年 10 月に開催され，後述の
WG の活動状況や前述の i-Construction ロゴマークの
選定について確認した。

そして第 3 回は，2018 年 6 月 1 日に開催され，ロー
ドマップの見直し等について確認し，ロゴマークの結
果等の報告がなされた。

（2）技術開発・導入WG

技術開発・導入 WG では，最新技術の現場導入の
ための新技術発掘や企業間連携を促進することとして
いる。2017 年 2 月に，会員や国土交通省内を対象に

建設現場の生産性向上に資する行政ニーズや現場ニー
ズ，および技術シーズについてアンケート調査を実施
し，1,700 を超えるニーズと 200 を超えるシーズが寄
せられた。これらのニーズとシーズのマッチングを目
指して，アンケート調査の中から代表的なニーズにつ
いて説明会を実施した結果，2017 年 10 月に 5 件の技
術のマッチングが成立し，各現場での試行を行ってい
る。

また，その他の技術シーズについても 2018 年 1 月
のシーズ説明会で公表し，引き続き第 2 回のマッチン
グを行い，今年5月に11件のマッチングが成立した（表
─ 2）。

（3）3次元データ流通・利活用WG

3 次元データ流通・利活用 WG では，3 次元データ
の流通のためのデータ標準やオープンデータ化によ
り，シームレスな 3 次元データ利活用環境整備，新た
なビジネス創出を目指している。

本 WG においても，会員を対象としてデータ流通
に関する現状と課題，データ利活用に関するデータの
保有状況やニーズを把握するためのアンケート調査を
実施し，会員の意見を聴取しながら 2017 年 11 月に「3
次元データ利活用方針」をとりまとめた。

（4）海外標準WG

海外標準 WG では，上記 2 つの WG での検討結果
などを踏まえつつ，技術基準，制度などのパッケージ
化を行い，i-Construction の海外展開を図ることとし
ている。

第 1 回となる WG を 2018 年 3 月に開催し，国際標

図─ 6　i-Construction 推進コンソーシアム
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準化に対する我が国の対応方針の審議・提案等を共同
で行うために，昨年 12 月に設置された国際土木委員
会における取組などについて報告した。

6．おわりに

i-Construction の導入により，建設現場に必要な技
術の習得に要する時間が短縮されるとともに，危険の
伴う作業や厳しい環境で行う作業も減少することが期
待されている。また，生産性向上により安定した休暇
の取得が可能になることで，建設現場において若者や
女性などの多様な方々の活躍が期待されている。

i-Constructionの取組の今後のメインテーマになる建
設プロセス全体を通じた 3 次元データの活用と，新技

術，新工法，新材料の導入については，i-Construction
推進コンソーシアムのWG活動が重要になってくる。

これらの取組により魅力ある建設現場を作り出すこ
とで，「きつい，危険，給料が安い，休暇が取れない」
と表現されることもある現状を改善し，新たな「給与
が良い，休暇がとれる，期待がもてる」建設現場の実
現を目指してまいりたい。

 

表─ 2　マッチングした技術

マッチングした技術 提供者
（第 1 回）
AE センサを用いた打音現場検査装置とクラウドサーバーによる検査データ解析，ならびに検査
データベース管理

原子燃料工業㈱

高精度の地上レーザースキャナを利用した土木構造物の変化把握 ㈱八州
遠隔ビジュアルコラボレーションによる遠隔現場支援ソリューション パイオニア VC ㈱
スマートフォン・IoT デバイスを活用した作業員の安全管理と生産性向上 ㈱日立ソリューションズ
AI を用いて構造物の設計の合理化や積算の効率化等を支援する技術 ユニコシステム㈱

（第 2 回）
空から陸と水深を図る「航空レーザー測深 ALB」 アジア航測㈱
コンクリート内部欠陥の非破壊調査技術
─ FITSA（SIBIE 法）による調査─

㈱富士ピー・エス

時系列画像等を AI 解析し地形特長を識別する技術，衛星画像から流域の水位や経年変化等を分析
する技術

㈱ NTT データ経営研究所

360°画像を簡便に撮影・クラウド共有により現場の状況を効率的に共有する技術 ㈱リコー
路面性状調査が可能な MMS（モービルマッピングシステム） アジア航測㈱
航空レーザを利用した高精度な地表面データの取得
～植生を取り除いた地形測量～

㈱ウエスコ

浸水・水害に備えるセンサネットワークシステム （一社）建設電気技術協会
監視カメラに 3 次元レーザスキャナ機能を搭載し，定期的に 3 次元点群データを取得する技術 三菱電機㈱
省電力広域無線通信を用いた安価で手軽に斜面監視を行うクラウドシステム 西松建設㈱
ダンプトラック運行管理　TRUCK VISION ㈱小松製作所
災害対策室向け　L 字テロップ解析システム 東芝インフラシステムズ㈱

［筆者紹介］
橋本　亮（はしもと　あきら）
国土交通省　大臣官房　技術調査課
課長補佐




